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平成２５年度（2013年度）県税決算の概要 
 

県税収入総額は、１，３９１億８，７２５万円 

（対前年度 ＋約３９億円 ＋２．９％） 
【特徴】 

株価の上昇によって個人県民税（配当割・株式等譲渡所得割）が増収とな

るとともに、円安が持続している中で輸出関連企業を中心に企業収益の改善

が進んだことなどにより法人二税も増収となったことなどから、総額で前年

度（1,352億3,880万円）を３９億４,８４５万円上回った。 

 

１．概要 

  ○個人県民税 約５２３億円（対前年度 ＋２５億円  ＋４．９％） 

    株価の上昇により、株式の配当や譲渡所得等に課税される個人県民税配当割および

株式等譲渡所得割が、前年度を大幅に上回った。 

 

  ○法人二税  約３４３億円（対前年度 ＋２６億円  ＋８．３％） 

    円安が持続している中で、輸出関連企業を中心に一層の企業収益の改善が

進むとともに、情報通信関連産業等が好調であったことなどにより、前年度

を上回った。 

 

  ○その他諸税 約５２５億円（対前年度 △１２億円  △２．１％） 
    都道府県から市町村へのたばこ税の税源移譲等により、前年度を下回った。 

 

 収入未済額の状況 

   平成２５年度 平成２４年度 対前年度 

収入未済額 ４２億５９百万円 ４５億３８百万円  △２億７８百万円 

徴収率 現年度課税分    ９８．９％    ９８．９％     ０．０ Ｐ 

滞納繰越分    ２９．３％    ２７．３％    ＋２．０ Ｐ 

計    ９６．８％    ９６．５％    ＋０．３ Ｐ 

 

 ◎実質的な収入未済額（※法により認められた徴収猶予分を除いた額） 

   平成２５年度 平成２４年度 対前年度 

実質的な収入未済額 ３４億１７百万円 ３７億７５百万円  △３億５７百万円 
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県税決算額の税目別内訳

個人県民税

523億4,700万円

（37.6%）

法人二税

343億 775万円

（24.7%）

自動車税

184億7,715万円

（13.3%）

軽油引取税

122億2,591万円

（8.8%）

地方消費税

108億5,366万円

（7.8%）

不動産取得税

37億8,778万円（2.7%）

自動車取得税

21億7,172万円（1.6%）

県たばこ税

17億7,846万円(1.3%）

ゴルフ場利用税

11億7,102万円

（0.8%）

県民税利子割

7億6,104万円

（0.5%）

個人事業税

12億4,837万円

（0.9%）

総額
1,391億
8,725万円
（100％）

その他の税
5,739万円
（0.0%）
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 ・平成19年度は所得税から住民税への税源移譲が行われ、個人県民税の収入額が概ね倍増した。 

 ・平成21年度は世界同時不況により企業業績が大幅に悪化したことに加えて、地方法人特別税の導入 

  （H20.10月～）により法人二税の収入額が大幅に減少した。 

 



２．税目別の決算状況 

 

（１）個人県民税  ５２３億４，７００万円（＋２４億６，６３９万円 ＋４．９％） 

   株価の上昇により、株式の配当や譲渡所得等に課税される個人県民税配当割および株

式等譲渡所得割が大幅に増収となった。 

 

（２）法人二税   ３４３億  ７７５万円（＋２６億３，６０４万円 ＋８．３％） 

   ○法人県民税  ７６億８，６６６万円（＋７，４１７万円 ＋１．０％） 

   ○法人事業税 ２６６億２，１０９万円（＋２５億６，１８７万円 ＋１０．６％） 

   円安が持続している中で、輸出関連企業を中心に一層の企業収益の改善が進

むとともに、情報通信関連産業等が好調であったことなどから、法人事業税で

大幅な増収となった。 

 

 【業種別の調定状況】 

  ◇製 造 業  製造業全体では対前年度１１．２％の増となった。 

         情報通信機械製造業や精密機械器具製造業等で増となった。一方、窯

業・土石製品製造業は減となった。 

 

  ◇非製造業  非製造業全体では対前年度４．９％の増となった。 

         情報通信業・運輸業で増となった。一方、卸売・小売業は減となった。 

 

（３）自動車税   １８４億７，７１５万円（△６，６９７万円 △０．４％） 

  普通自動車から軽自動車への乗り換えや税の負担軽減の対象となる環境負荷の小さい

自動車の増加により減収となった。 

 

（４）軽油引取税  １２２億２，５９１万円（＋４億４７６万円 ＋３．４％） 

  景気回復による輸送量の増加や公共工事の増加により軽油需要が増加したため、増

収となった。 

 

（５）地方消費税  １０８億５，３６６万円（△２億９，２７４万円 △２．６％） 

  県内本店法人が合併により本店機能を他県へ移転したため、減収となった。 

 

  【参考】清算後の地方消費税 236億1,262万円（＋4億187万円 ＋1.7％） 

 

（６）不動産取得税  ３７億８，７７８万円（＋５億６，０００万円 ＋１７．３％） 

  土地や建物の承継取得が増加するとともに大規模物件の取引も増加したため、増

収となった。 

 

（７）自動車取得税  ２１億７，１７２万円（△２億８，５４８万円 △１１．６％） 

  エコカー減税対象車が増加したため、減収となった。 

 

 

 

 

 



（８）県たばこ税   １７億７，８４６万円（△１１億８，８２９万円 △４０．１％） 

  都道府県から市町村への税源移譲により減収となった。 

 
【税源移譲額（たばこ1,000本あたり）】 

 移譲前(～H25.3)  移譲後(H25.4～) 税源移譲額 
都道府県 1,504円 ⇒ 860円 ▲ 644円 
市町村 4,618円 ⇒ 5,262円 + 644円 

 

（９）個人事業税  １２億４，８３７万円（＋２，０９３万円 ＋１．７％） 

  景気回復で課税人員や１人当たりの課税所得が増となり、増収となった。 

 

（１０）ゴルフ場利用税 １１億７，１０２万円（△９，９３０万円 △７．８％） 

  利用者数が減少している中で非課税対象者等の増加や平均税率が低下したため、減

収となった。 

 

（１１）県民税利子割  ７億６，１０４万円（△１億９，０６４万円 △２０．０％） 

  預貯金利子の減少により減収となった。 

 

（１２）その他の税     ５，７３９万円（△１，６２７万円 △２２．１％） 

  鉱区税、狩猟税、産業廃棄物税ほか。 

  大口製造業者の排出量の減少等により搬入廃棄物が減少したため、産業廃棄物税が減収

となった。 

 

 


